
諮問
水道料金の統一に向けた

料金改定について

令和４年１１月１０日 二本松市水道審議会



二本松市水道事業の概況

二本松上水道 安 達 上 水 道

S2.7.1 事業認可 S44.3.31 事業認可

岳 簡 易 水 道 安達簡易水道

S28.12.8 事業認可 H5.3.22 事業認可

上水道事業

H17.12.1 併合

H26.4.1 事業統合

岩代簡易水道 東和簡易水道

S47.7.7 事業認可 S59.5.9 事業認可

簡易水道事業

R2.4.1 公営企業会計適用





水道料金等統一に係る現在までの経緯

 合併協定項目

１ 会計については、上水道、簡易水道とも現行の各会計のとおり新市に引き継ぐ。

２ 水道拡張、整備計画については、既存の整備計画の見直しを含めて調整する。

３ 水道料金については、現行のそれぞれの料金体系とするが、上水道については合併後３年以内に

事業計画、財政計画を樹立し、料金を統一する。一般会計からの補助、繰出し基準は上水道、簡易

水道それぞれの区分で全市的な統一をする。既に発行した地方債の償還については現行の基準どお

り新市に引き継ぎ、合併後発行する地方債の償還については基準を統一する。

４ メーター使用料、加入金・分担金については、上水道事業は現行のとおり新市に引き継ぎ、合併

後３年以内に統一する。簡易水道事業については、当面現行のとおりとする。

５ 個人の給水工事に関する補助については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後３年以内に基準

を統一する。



水道料金等統一に係る現在までの経緯

 合併後の料金改定

平成19年６月から上水道、簡易水道ともに一律11.00%の料金改定を行った。（岳簡易水道につ
いては段階的料金格差是正率を加え、平均35.63%の改定。）

😫 平成19年６月改定時に料金統一ができなかった理由

合併時の水道事業の経営状況は、累積赤字が生じている状況にあり、早急な経営改善が必要と
されていたことから、合併協定による料金統一を行うことよりも、経営の安定化を図ることを
優先的に考えたため。



水道料金等統一に係る現在までの経緯

 平成22年度水道料金統一検討（案）

上水道の統一方針

各地域の料金体系を、現行の二本松地域の料金体系に統一する。
なお、岳簡易水道では同様に統一した場合、大口利用者の料金が現在の倍以上の料金となるた
め、負担増を考慮して料金を統一する。

○二本松上水道 ⇒ 現行どおり。

○岳簡易水道 ⇒ 準備料金については現行どおり。
水量料金については、使用水量30㎥以下の場合は現行の二本松上水道
の料金体系に統一。ただし、31㎥以上使用の場合は、現行の岳簡易水
道単価のまま継続する。

○安達上水道 ⇒ 現行の二本松上水道の料金体系に統一。



水道料金等統一に係る現在までの経緯

 料金等統一（案）に対する協議結果

【議員協議会結果要旨】

○ 水道料金の統一は、収支バランス、上水道・簡易水道のバランスを考えて行うべき。
○ ３年後の料金改定で値上げするのに、今回下げるべきではない。
○ 上水道事業について、格差是正分を一般会計で負担すべきでない。

 結 果

統一料金については、水道事業の経営体として企業会計の使命である独立採算で自立できる
体制づくりの構築を基本に、二本松・岳・安達の各地域における事業内容や給水原価などを
精査し、現在の逓増型料金体系のあり方も含め、新たな料金体系の樹立を目指すことで料金
統一については慎重に取り扱うこととし、時間をかけて十分検討を加えることとする。



水道料金等統一に係る現在までの経緯

 消費税率変更による料金改定

平成26年４月 消費税率が８％に改定

令和元年10月 消費税率が10％に改定



諮問事項
「水道料金の統一に向けた料金改定について」



水道事業の現状、
課題等について

資料



水道料金改定及び統一の必要性

 合併後１７年が経過する中、水道料金の負担の公平性を欠いている状況を是正する必要がある。

 水道事業を継続していくためにも、給水人口の減少に対応した料金設定を行う必要がある。

 将来の施設更新に係る費用を確保する必要がある。

料金の統一及び適正な料金水準の確保が必要



今後の日程

第１回審議会 R4/7/4

委嘱状交付

第２回審議会 R4/9/28

水道施設現地視察

第３回審議会 R4/11/10

諮問「水道料金の統一に向けた料金改定」

第４回審議会 ※次回

審議「課題と料金改定の必要性」

以降の審議会（案）

水道料金体系の統一案

水道料金改定の素案

答申書案


